
農地の集約化等の取組の加速化

令和８年２月
農林水産省 経営局 農地政策課



38 地域計画の実現に向けた支援

＜対策のポイント＞
全国約１万９千地区で策定されている地域計画について、農地の適正利用の確保までは話し合いを進めることができなかった地域が見受けられることから、見
直しを進めて完成度を高めつつ、その実現に向けて取組を後押しします。

＜事業の全体像＞
地域計画実現への支援

将来の農地利用を明確化
した地域農業の設計図

策定地区数 18,894(令和7年４月)

将来（10年後）の受け手が不在である農地の明確化
はしたが、その受け手を位置付けられなかった地域の例

地域計画

分析の結果、
・現況にほぼ近い目標地図

  ・将来の受け手が不足
の計画が多い状況

↓
見直しを行い完成度を
高める必要
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○地域計画に沿った産地化等農業生産活動支援のための共同
利用施設の整備等

・強い農業づくり総合支援交付金【R8当初】
・産地生産基盤パワーアップ事業【R7補正】
産地の収益力強化に必要な産地基幹施設の整備等を支援

・新基本計画実装・農業構造転換支援事業【R8当初】【R7補正】
老朽化した共同利用施設の再編集約・合理化を支援

○目標地図に沿った農地の集約化
・農地集約化促進事業【R7補正】
地域で一体となった生産性向上等に向けた農地の集
約化の取組を支援
・機構集積支援事業【R8当初】
遊休農地所有者や不在地主等の利用意向調査、農
地等のデータベースの運用等を支援
・農地利用最適化推進事業【R8当初】

 農業委員会による農地利用の最適化活動への取組
等を支援
・農地中間管理機構事業【R8当初】
農地バンクの事業費（農地賃料、保全管理経費、    
遊休農地解消経費）及び事務費（人件費、業務委
託費）等を支援

 関連対策
 ・農地耕作条件改善事業【R8当初】【R7補正】
 ・農地中間管理機構関連農地整備事業【R8当初】【R7補正】  

等

○地域計画に位置付けられた農業を担う者の経営発展等
・農地利用効率化等支援事業【R8当初】
・地域農業構造転換支援対策のうち地域農業構造転換支援事業
【R8当初】【R7補正】
地域の中核となって農地を引き受ける担い手が経営改善に取り組
む場合に必要な機械の導入等を支援
・集落営農連携促進等事業【R8当初】
地域計画に位置付けられている集落営農の連携・合併による広
域展開での効率的な生産・販売体制の確立等に向けた取組を支
援
・新規就農者育成総合対策のうち経営発展支援事業【R8当初】
・新規就農者確保緊急円滑化対策のうち世代交代・初期投資促
進事業【R7補正】
・地域農業構造転換支援対策のうち新規就農者チャレンジ事業
【R8当初】【R7補正】
就農後における経営発展のための機械導入等を支援

・雇用就農緊急対策のうち雇用体制強化事業【R7補正】
経営体における就労条件を改善する取組を支援○受け手不在農地解消のための外部からの担い手の

誘致
・農業経営・就農支援体制整備推進事業【R8当初】
・地域外からの担い手参入促進緊急対策【R7補正】
都道府県等が行う地域外の担い手の誘致を支援

・新規就農者育成総合対策のうち農地の受け手確保に
向けた新規就農者誘致環境整備事業【R8当初】
・地域農業構造転換支援対策のうちスマート農業研修
教育環境整備事業【R7補正】
新規就農者を誘致するための体制づくりや研修農場
の整備等を支援

［お問い合わせ先］ 経営局農地政策課（03-6744-2149）

令和８年度予算概算決定額 52,687百万円（前年度 －）
〔令和７年度補正予算額 93,619百万円〕



44 農地の集約化等の取組の加速化

＜対策のポイント＞
地域計画の早期実現に向けて、農地中間管理機構（農地バンク）を活用した農地の集約化等の加速化、農業委員・農地利用最適化推進委員による
農地利用の最適化活動等を支援します。

＜政策目標＞
担い手への農地集積率向上（７割［令和12年度まで］）

＜事業の全体像＞

農 地 中 間 管 理 機 構農 業 委 員 会 等 関 連 対 策

農地中間管理機構事業
農地バンクによる農地の集約化等に係る事業運営等に要す
る経費、農地バンク等が行う遊休農地解消のための簡易な整
備等を支援

農地集約化促進事業
農地バンクを通じた貸借等により、農地の集約化等に取り組
む地域や受け手が位置付けられていない農地を活用して新た
な担い手の誘致に取り組む地域を支援

農地利用最適化推進事業
農地利用最適化推進委員等による農業委員
会の農地利用の最適化活動への取組等を支援

￮ 農業競争力強化基盤整備事業<公共>
￮ 農地耕作条件改善事業
￮ 農地利用効率化等支援事業
￮ 持続的生産強化対策事業

農地バンクを中心とする関係者の連携で農地の集約化等を加速化

地域計画の実現に向け、農地バンクを活用

うち、果樹の生産増大への転換、茶・薬用作物等支援対策

機構集積支援事業
農業委員会等が農地法等に基づく業務を効
果的・効率的に遂行できるようにするための支援

￮ 農業委員会交付金
￮ 都道府県農業委員会ネットワーク機構
負担金
￮ 農地調整費交付金

所有者不明農地対策事業
所有者不明農地の発生防止及びその活
用を促進するための支援

地域計画策定
集約化が進展するほか、将来の
農地利用が描けていない、将来
の受け手が不在等の課題も判明

地域計画実現
地域計画の早期実現による生産性向上
のほか、農地を担う大規模経営体の育成
や新たな担い手の誘致等を実現

令和８年度予算概算決定額 17,450百万円（前年度 16,463百万円）

［お問い合わせ先］ 経営局農地政策課（03-6744-2149）



＜事業の内容＞ ＜事業イメージ＞
１．農地中間管理機構事業                     4,644百万円（前年度 4,276百万円）

農地バンクがリタイアする農業者の農地を借り入れ、受け手が確保されるまで
の間の保全管理及びきめ細やかな現場活動を行う農地相談員の配置等による事
業推進など農地バンク事業の実施に係る経費を支援します。また、農地バンク等が
行う遊休農地の解消の取組を支援します。さらに、農地バンクの農地買入等に対
する利子助成を行います。

２．農地集約化促進事業
【令和７年度補正予算額】8,000百万円

地域計画の早期実現に向け、農地バンクを通じた貸借等により、農地の集約
化等に取り組む地域を支援します。また、生産コストの低減を実現するため、生産
性向上に向けた大規模な農地の集約化等の取組を支援します。更に地域計画に
おいて受け手が位置付けられていない農地を活用して新たな担い手を誘致する
団地の創出に取り組む地域を支援します。

＜対策のポイント＞
地域計画の早期実現に向けた、農地中間管理機構（農地バンク）による貸借等を進めることで、農地バンクを活用した農地の集約化等の取組を支援する

とともに、農業者の大幅な減少や受け手不在農地の発生など地域計画の策定により顕在化した課題に対応するため、農地バンクによる大規模経営体への集約
化や新たな担い手を誘致するための取組を支援します。

＜政策目標＞
担い手への農地集積率向上（７割［令和12年度まで］）

＜事業の流れ＞

国
市町村 地域

都
道
府
県

農地バンク等補助
（定額等）

全国農地保有合理化協会

（１の事業の一部）

（２の事業）

（１の事業の一部）

農地バンクによる農地の集約化等（イメージ）

［お問い合わせ先］ 経営局農地政策課（03-3591-1389）

農地バンクの機能強化

集約等して
貸付け

出
し
手 借受け

研修事業
遊休農地解消

農地バンク等

受
け
手

補助
（定額）

補助
（定額）

補助
（定額等）

○ 農地の権利設定を一元的に担う農地
バンクの運営や農地相談員による現場活
動等を支援
○ 農地バンク等が受け手が位置付けられ
ていない農地の中間管理や解消を行い、
担い手等に転貸する取組を支援
○ 新規就農者向けの研修農地等の確
保を支援

地域計画の実現に向けた
貸借の一元的な実施と農
地の中間管理

農地集約化の促進

① 集約化加速タイプ
農地バンクを通じた担い手の農地の集約化を推進す
るため、農地バンクから転貸された団地面積に応じて地
域に支援金を交付 【1.0万円～3.0万円/10a】
これに加え、生産性向上に向けた大規模な農地の集
約化や受け手不在農地を活用した誘致団地の創出に
取り組む地域に支援金を交付 【5.0万円/10a】

② 地域集約化実現タイプ
農地の集約化を目指す目標地図が作成された地域
において、目標地図に基づく集約化を実現するため、地
域のまとまった農地を農地バンクに貸し付ける地域に支
援金を交付 【2.0万円～2.6万円/10a】

目標地図

大規模経営体の
農地を集約化

地域計画の早期
実現やブラッシュアッ
プに向けて地域の
農地を集約化

受け手不在農地
を集約化し新たな
担い手を誘致
する団地を形成

44－１ 農地の集約化等の取組の加速化のうち
農地中間管理機構の機能強化と担い手への農地の集約化の推進

令和８年度予算概算決定額 4,644百万円（前年度 4,276百万円）
〔令和７年度補正予算額 8,000百万円〕



＜事業の内容＞ ＜事業イメージ＞
地域計画の実現に向けて、将来の受け手がいない農地を解消する

ため、都道府県・市町村と連携しつつ、民間事業者の知見・ノウハウを
活用して、

① 地域外からの担い手を誘致するための農業団地エリアに関する情
報や農業参入を希望する法人に関する情報を一元化するとともに、

② 農業団地エリアに係る事業構想を具現化するための実施計画の
策定

を通じて、地域外からの担い手の参入を促進します。

28 地域外からの担い手参入促進緊急対策

＜対策のポイント＞
農業者の急速な減少が進展する中、地域農業を維持し、将来の受け手がいない農地を解消するため、都道府県・市町村と連携しつつ、民間事業者の知

見・ノウハウを活用して、地域外からの担い手の参入を促進します。

＜政策目標＞
○ 販売金額に占める主業経営体＋法人等団体経営体シェア拡大（９割［令和12年度まで］）
○ 担い手への農地集積率向上（７割［令和12年度まで］）

＜事業の流れ＞

［お問い合わせ先］経営局経営政策課（03-6744-2143）

国 民間団体等
委託

令和７年度補正予算額 110百万円

① 情報を一元化するデータベースの開発○○

活用

地域外の農業法人

参入を希望する企業

農業団地
エリア
情報を
登録 国が委託した民間事業者

参入希望
法人情報
を登録

活用

地域外の
担い手

② 農業団地構想等を実現するための計画策定○

農業団地創りと併せてマッチングを実施

実施計画の策定
・農業団地の事業構想
・基盤整備の方針
・機械・施設導入の方針
・地権者調整の取組方向

受け手不在農地を
解消したい自治体
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